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諮  問  の  概  要 
（日本標準職業分類の統計基準としての設定について） 

 

１ 日本標準職業分類の目的等 

日本標準職業分類は、統計を職業別に表示するために、個人が従事している仕事の類似

性に着目して区分し、それを体系的に分類するものであり、統計の統一性及び総合性を確

保し、利用の向上を図ることを目的とするものである。これまで、日本標準職業分類は、

昭和 35 年３月に行政管理庁が設定し、以来４回の改定（最終改定：平成９年 12 月（総務

庁））が行われており、国勢調査、就業構造基本調査、学校基本調査等の各種統計で広く

用いられているほか、職業紹介関係業務に用いる職業分類の基礎資料としても用いられて

いる。 

 

２ 日本標準職業分類を新たな統計基準として設定することの理由 

  日本標準職業分類は、職業別に表示される各種統計で用いられるものであり、職業別表

章を行う統計の比較可能性を更に向上させる観点から、「公的統計の整備に関する基本的

な計画」（平成 21 年３月 13 日閣議決定）において、日本標準職業分類を平成 21 年度前

半までに新たな統計基準として設定し、公示するとされている。 

なお、現在、日本標準産業分類及び疾病、傷害及び死因の統計分類が統計基準として設

定されている。 

 

３ 今回定めようとする日本標準職業分類の内容 

  今回諮問する別添の日本標準職業分類は、平成９年12月に総務庁が定めた日本標準職業

分類を基に、以下の観点から見直しを行い、統計法（平成19年法律第53号）に基づく統計

基準として定めようとするものである。 

① 国際比較性の確保 

可能な限り国際労働機関（ILO）が定める国際標準職業分類との整合性を確保した分

類項目の設定及び配列とする。 

② 産業分類又は商品分類的な視点の排除 

分類に当たっては、人が従事する産業又は仕事の結果生み出される財貨･サービスで

はなく、主として仕事の内容、すなわち当該財貨･サービスを生み出すプロセスの各段

階における仕事の違いに着目したものとする。 

③ 社会経済情勢の変化への対応 

金融派生商品の開発など、経済、社会の変化により新たに発生した職業を適切に把握

できる分類とする。  

 

また、一定の範囲で分類表の分類項目の集約又は細分化を可能とすることなどにより、

多様な統計の作成目的等に応じて、様々な表章を可能とするものとしたい。 

 

 



「日本標準職業分類」のポイント

個人を単位として、個人が従事している仕事の類似性に着目して区分
し、これを体系的に配列したもの

「日本標準職業分類｣とは

「日本標準職業分類｣の概要

※ 同一産業には複数の異なる職業が存在し、異なる産業でも同一の職業が存在
する。

本標準職業分類｣ 概要

・ 統計を職業別に表示する場合の標準的な分類として、昭和35年
５月に設定以来４回の改定（最終改定：平成９年12月）
・ 「国勢調査」、「就業構造基本調査」、「学校基本調査」等の各種
統計で利用

日本標準職業分類 大分類項目（今回諮問案）

Ａ 管理的職業従事者 Ｈ 生産工程作業者

統計で利用

管理的職業従事者
Ｂ 専門的・技術的職業従事者
Ｃ 事務従事者
Ｄ 販売従事者
Ｅ サービス職業従事者
Ｆ 保安職業従事者
Ｇ 農林漁業作業者

生産 程作業者
Ｉ 輸送・定置・建設機械

運転従事者
Ｊ 建設・採掘作業者
Ｋ 労務作業者
Ｌ 分類不能の職業

※適用の範囲

Ｇ 農林漁業作業者

※適用の範囲
統計は作成目的等により、さまざまな表章がなされることから、公示分類表を
集約又は細分化できる範囲についても検討が必要
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